
水 道 事 業 特 別 会 計



議案第　１４　号

（総　則）

第１条　令和５年度国東市水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給水戸数 ６,６３６ 戸

　⑵　年間総給水量 １,８８４,３７７ ㎥

　⑶　一日平均給水量 ５,１４８ ㎥

　⑷　主要な建設改良事業

　　　　　　　施設建設費 ３４２,２６６ 千円

　　　　　　　施設改良費 ３６,０１７ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　水道事業収益 ３７９,６８７ 千円

　　第１項　営業収益 ３１４,４８２ 千円

　　第２項　営業外収益 ６５,２０４ 千円

　　第３項　特別利益 １ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　水道事業費用 ３９０,１３１ 千円

　　第１項　営業費用 ３６７,７７０ 千円

　　第２項　営業外費用 １６,２０９ 千円

　　第３項　特別損失 １５２ 千円

　　第４項　予備費 ６,０００ 千円

令和５年度　国東市水道事業特別会計予算
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１５，２４３千円は

　過年度分損益勘定留保資金９０，８００千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２４，４４３千円で補てんするもの

　する。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　資本的収入 ４２７,９５０ 千円

　　第１項　企業債 ３３５,５００ 千円

　　第２項　補助金 １ 千円

　　第４項　出資金 ９２,４４８ 千円

　　第５項　工事負担金 １ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出 ５４３,１９３ 千円

　　第１項　建設改良費 ３８０,７０９ 千円

　　第２項　企業債償還金 １５９,４８４ 千円

　　第４項　予備費 ３,０００ 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

１６７,８００千円

１６７,７００千円

起債の目的

　水道事業債
　　　水道事業

証書借入

　　５．０％以内

(ただし、利率見直し
方式で借り入れるも
のについては、利率
見直し後の利率)

借入先の貸付条件に
よる。ただし、財政
上の都合等により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借り換えることがで
きる。

　過疎対策事業債
　　　水道事業
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（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　営業費用と営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職員給与費 ５４,５０８ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　水道事業の運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６１７千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、５，６５２千円と定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年　３月１３日　　提　　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国東市長　　松　井　督　治
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予算に関する説明書

１ 令和５年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 頁

２ 令和５年度　国東市水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・・ ６ 頁

３ 給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 頁

４ 債務負担行為に関する調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 頁

５ 令和５年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 頁

６ 令和４年度　国東市水道事業特別会計予定損益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 頁

７ 令和４年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 頁

８ 注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 頁

参考資料

１ 令和５年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画明細書 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 頁



(単位：千円)
予定額 備　考

1 水道事業収益 379,687
1 営業収益 314,482

1 給水収益 302,297
4 その他の営業収益 12,185

2 営業外収益 65,204
1 受取利息及び配当金 301
2 他会計補助金 617
3 他会計負担金 7,117
5 長期前受金戻入 56,467
6 雑収益 2
7 国県補助金 700

3 特別利益 1
2 過年度損益修正益 1

(単位：千円)
予定額 備　考

1 水道事業費用 390,131
1 営業費用 367,770

1 原水及び浄水費 57,914
2 配水及び給水費 74,395
3 総係費 59,603
4 減価償却費 170,801
5 資産減耗費 5,056
6 その他営業費用 1

2 営業外費用 16,209
1 支払利息及び企業債取扱諸費 15,208
2 消費税及び地方消費税 1,000
3 雑支出 1

3 特別損失 152
4 過年度損益修正損 152

4 予備費 6,000
1 予備費 6,000

令和５年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画
収益的収入及び支出
収　　　入

款 項 目

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)
予定額 備　考

1 資本的収入 427,950
1 企業債 335,500

1 建設改良費等の財源に充てる 335,500
ための企業債

2 補助金 1
1 国県補助金 1

4 出資金 92,448
1 他会計出資金 92,448

5 工事負担金 1
1 工事負担金 1

(単位：千円)
予定額 備　考

1 資本的支出 543,193
1 建設改良費 380,709

1 施設建設費 342,266
2 施設改良費 36,017
3 営業設備費 2,426

2 企業債償還金 159,484
1 企業債償還金 159,484

4 予備費 3,000
1 予備費 3,000

収　　　入
資本的収入及び支出

款 項 目

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 20,507

減価償却費 170,801

固定資産除却費 5,055

賞与引当金の増減額（△は減少） 312

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 61

貸倒引当金の増減額（△は減少） 400

長期前受金戻入額 △ 56,467

受取利息及び受取配当金 △ 301

支払利息 15,193

未収金の増減額（△は増加） △ 20,400

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 3,215

未払金の増減額（△は減少） △ 282

小計 90,650

利息及び配当金の受取額 301

利息の支払額 △ 15,193

業務活動によるキャッシュ・フロー 75,758

令和５年度　国東市水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)
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(単位：千円)

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 337,840

国県補助金等による収入 1

負担金による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 337,838

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 335,500

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 159,484

他会計からの出資による収入 92,448

リース債務の返済による支出 △ 6,151

財務活動によるキャッシュ・フロー 262,313

資金増加額（又は減少額） 233

資金期首残高 98,612

資金期末残高 98,845
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

9

9

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当
　　(千円)

住居手当
　　　(千円)

通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

管理職員特別
勤務手当(千円)

特殊勤務手当
　　(千円)

本年度 434 999 588 3,000 140 10,343 30
前年度 158 738 772 3,000 100 9,846

比　較 276 261 △ 184 40 497 30

区 分
休日勤務手当
　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

単身赴任手当
　　(千円)

 地域手当
　　(千円)

本年度
前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細

280
△ 508

920

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当り給与

令和4年1月1日現在

  平均給料月額　(円) 305,133
  平均給与月額　(円) 343,962

  平 均 年 齢   (歳) 39.7

区　分 一般事務職 技能労務職

令和5年1月1日現在
　平均給料月額　(円) 293,900
  平均給与月額　(円) 333,111
  平 均 年 齢   (歳) 38.2

手　当 920
制度改正に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分 ・異動昇給等920

給　料 △ 228
給与改定に伴う増減分
昇 給 に 伴 う 増 加 分
そ の 他 の 増 減 分 ・異動等△508

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　明 備　考
(千円) (千円)

1,035比　較 △ 228 920 692 343

手当の
内　訳

54,508

前年度 300 25,925 14,614 40,839 12,634 53,473

本年度 300 25,697 15,534 41,531 12,977

給　与　費　明　細　書

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)
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　(2) 初任給

高　校　卒

大　学　卒

　(3) 級別職員数        

級 級
７  級 (0) (0)
６  級 1 (0) 11.1 (0) ６  級 (0) (0)
５  級 2 (0) 22.2 (0) ５  級 (0) (0)
４  級 (0) (0) ４  級 (0) (0)
３  級 4 (0) 44.5 (0) ３  級 (0) (0)
２  級 1 (0) 11.1 (0) ２  級 (0) (0)
１  級 1 (0) 11.1 (0) １  級 (0) (0)
計 9 (0) 100.0 (0) 計 (0) (0)

７  級 (0) (0)
６  級 (0) (0) ６  級 (0) (0)
５  級 4 (0) 44.5 (0) ５  級 (0) (0)
４  級 (0) (0) ４  級 (0) (0)
３  級 3 (0) 33.3 (0) ３  級 (0) (0)
２  級 1 (0) 11.1 (0) ２  級 (0) (0)
１  級 1 (0) 11.1 (0) １  級 (0) (0)

計 9 (0) 100.0 (0) 計 (0) (0)
(　　)内は、再任用短時間勤務職員で外数

　(級別の基準となる職務)
区　分 職務の級

１ 級
２ 級
３ 級
４ 級
５ 級
６ 級
７ 級

　(4) 昇給

６号給(人)

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 77.8 77.8

４号給(人) 7 7

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 77.8 77.8

前年度

職　　員　　数　(Ａ)(人) 9 9
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

本年度

職　　員　　数　(Ａ)(人) 9 9
昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 7 7

号給数別内訳

7 7

号給数別内訳

４号給(人) 7 7
６号給(人)

２号給(人)
３号給(人)

主幹の職務
課長、参事又は課長補佐の職務
困難な業務を行う課長又は参事の職務

区　分 合　計 一般事務職 技能労務職

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

職　務

一般事務職

主事の職務
主任の職務
主査の職務
副主幹又は係長の職務

区　分 一般事務職(円) 技能労務職(円)
一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

区　分
一般事務職 技能労務職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

158,900 158,900 158,900 158,900

191,700 191,700
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　(5) 特殊勤務手当       

　(6) 期末手当・勤勉手当

(　)内は、再任用職員の標準的な支給率

　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
退職時
特別昇給

備  考

支給率等 無 R5.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

同　上 同　上

　(8) その他の手当

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同

同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

そ の 他 の加算措置等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置

(２～４５％加算)

(1.150) (2.300)

２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度(月分)

有
(1.175) (1.175) (2.350)

一般会計の制度
2.200 2.200 4.400

有
(1.150)

(1.150) (1.150) (2.300)

前年度
2.225 2.225 4.450

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備  考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

本年度
2.200 2.200 4.400

有

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区  分
支給期別支給率 支給率計

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 5 年 1 月 1 日 現 在 )

支給対象職員１人当たり平均支給月額(円)

区  分 全職種 一般事務職 技能労務職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )
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(単位：千円)

期　間 金　額 期　間 金　額 企　業　債 国庫補助金
損益勘定

留保資金等

　　 水道料金システム
　　 更新事業

51,000
令和元年度から
令和４年度まで

27,730 令和５年度 23,270 ― ― 23,270

　　 水道会計システム
　　 更新事業

7,465
令和３年度から
令和４年度まで

2,574
令和５年度から
令和７年度まで

4,891 ― ― 4,891

債務負担行為に関する調書

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
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(単位：千円)

１
(1)

イ 74,465
ロ 229,276

△ 90,375 138,901
ハ 2,867,285

△ 913,220 1,954,065
ニ 822,050

△ 474,052 347,998
ホ 1,458

△ 859 599
ヘ 16,346

△ 13,472 2,874
ト 525,350

3,044,252
(2)

イ 192
ロ 288
ハ 18,796

19,276
(3)

イ 90,000
90,000

3,153,528

２
(1) 98,845
(2) 61,834

△ 1,551 60,283
(3) 10,627

169,755
3,323,283

貯 蔵 品

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

令和５年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和6年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 運 用 委 託 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,276,160
1,276,160

(2) 1
1,276,161

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 145,967
145,967

(2) 225
(3) 10,234
(4)

イ 2,781
ロ 552

3,333
(5) 1,704

161,463

５
(1) 1,343,493
(2) △ 491,605

851,888
2,289,512

長 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
短 期 リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計
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(単位：千円)

６ 1,156,838

７
(1)

イ 7,206
ロ 7,528
ハ 1,092

15,826
(2)

イ 当年度未処理欠損金 138,893
△ 138,893

△ 123,067
1,033,771
3,323,283

剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

- 14 -
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(消費税抜き)(単位：千円)
１

(1) 276,921
(2) 8,837 285,758

２
(1) 50,003
(2) 68,404
(3) 56,909
(4) 170,948
(5) 5,511
(6) 1 351,776

 66,018

３
(1) 369
(2) 6,817
(3) 8,417
(4) 56,600
(5) 2 72,205

４
(1) 17,342
(2) 1 17,343 54,862

 11,156

営 業 損 失

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費
雑 支 出

経 常 損 失

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 費 用

令和４年度　国東市水道事業特別会計予定損益計算書
(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

- 15 -
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(消費税抜き)(単位：千円)
５

(1) 1 1

６
(1) 152 152 △ 151

 11,307
 107,079
 118,386

前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

特 別 利 益

- 16 -
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(単位：千円)

１
(1)

イ 74,465
ロ 229,276

△ 80,365 148,911
ハ 2,867,285

△ 798,725 2,068,560
ニ 824,779

△ 431,674 393,105
ホ 1,458

△ 859 599
ヘ 16,255

△ 12,711 3,544
ト 187,601

2,876,785
(2)

イ 218
ロ 288
ハ 21,927

22,433
(3)

イ 90,000
90,000

2,989,218

２
(1) 98,612
(2) 41,434

△ 1,151 40,283
(3) 9,738

148,633
3,137,851

貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 運 用 委 託 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

電 話 加 入 権
施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

土 地

令和４年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和5年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,086,627
1,086,627

(2) 1
1,086,628

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 159,484
159,484

(2) 6,376
(3) 10,516
(4)

イ 2,469
ロ 491

2,960
(5) 1,705

181,041

５
1,343,491
△ 435,138

908,353
2,176,022

長 期 リ ー ス 債 務

短 期 リ ー ス 債 務

預 り 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金
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(単位：千円)

６ 1,064,389

７
(1)

イ 7,206
ロ 7,528
ハ 1,092

15,826
(2)

イ 118,386
△ 118,386

△ 102,560
961,829

3,137,851

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資　本　の　部

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額
国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

県 補 助 金

当年度未処理欠損金

資 本 金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

　平成２８年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品）　先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　建物　　　　　　　　２～３８年

　　構築物　　　　　　　２～６０年

　　機械及び装置　　　　２～２０年

　　車両運搬具　　　　　　２～４年

　　工具、器具及び備品　　２～６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　施設利用権　　　　　２～１９年

- 20 -
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３ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等による

追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、見込額を計上している。

４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は５３６，１０８千円である。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っている。
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収益的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 379,687 376,751 2,936

1 営業収益 314,482 311,243 3,239
1 給水収益 302,297 301,553 744 1 水道料金 302,297
4 その他の営業収 12,185 9,690 2,495 1 手数料 385
益 2 雑収益 10,300

3 加入金 1,500
2 営業外収益 65,204 65,507 △ 303

1 受取利息及び配
当金

301 369 △ 68 1 預金利息 301

2 他会計補助金 617 283 334 1 他会計補助金 617
3 他会計負担金 7,117 8,253 △ 1,136 1 他会計負担金 7,117 児童手当分 140

企業債利子償還分 6,977
5 長期前受金戻入 56,467 56,600 △ 133 1 受贈財産評価額 8,364

3 国庫補助金 27,171
4 県補助金 4,626
6 他会計負担金 16,306

6 雑収益 2 2 0 2 延滞金 1
3 その他雑収益 1

7 国県補助金 700 0 700 1 国庫補助金 700
3 特別利益 1 1 0

2 過年度損益修正
益

1 1 0 1 過年度損益修正
益

1

令和５年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画明細書

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分

水道事業
収益

- 22 -

- 22 -



支　　出
(単位：千円)

金　額
1 390,131 380,858 9,273

1 営業費用 367,770 353,420 14,350
1 原水及び浄水費 57,914 50,759 7,155 2 給料 2,323

3 手当等 1,112 通勤手当 73
時間外勤務手当 420
期末手当 341
勤勉手当 275
特殊勤務手当 3

4 賞与引当金繰入
額

277

5 法定福利費 610 共済組合費 610
6 法定福利費引当
金繰入額

55

7 退職手当組合負
担金

688

11 備消品費 726
12 燃料費 270
14 光熱水費 240
15 修繕費 3,110
19 通信運搬費 1,008
20 手数料 656 草苅・樹木剪定等作業手数

料
526

漏水検査手数料 130
21 保険料 69 市有建物災害共済保険料 69
22 委託料 15,231 水質検査委託料 10,841

浄水池清掃委託料 910
水道設備保守点検委託料 380
施設洗浄メンテナンス委託
料

500

支障木伐採作業委託料 2,600

23 賃借料 641 停電対策用発電機等借上料 565
水源用地等借上料 55
九電・NTT電柱共架料 21

水道事業
費用

比較款　　項 目 本年度 前年度
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
30 動力費 29,784
31 材料費 200
32 薬品費 914

2 配水及び給水費 74,395 67,433 6,962 2 給料 8,157
3 手当等 4,559 扶養手当 78

住居手当 324
通勤手当 209
時間外勤務手当 1,590
期末手当 1,298
勤勉手当 1,049
特殊勤務手当 11

4 賞与引当金繰入
額

1,108

5 法定福利費 2,346 共済組合費 2,346
6 法定福利費引当
金繰入額

220

7 退職手当組合負
担金

1,375

12 燃料費 10
14 光熱水費 588
15 修繕費 10,500
19 通信運搬費 3,049
20 手数料 2,165 草苅・樹木剪定等作業手数

料
850

漏水検査手数料 1,315
21 保険料 33 市有建物災害共済保険料 33
22 委託料 14,310 水質検査委託料 5,504

量水器取替委託料 5,466
配水池清掃委託料 3,130
水道設備保守点検委託料 210

23 賃借料 290 停電対策用発電機等借上料 230
水源用地等借上料 60

25 負担金 1,400 衛星漏水調査負担金 1,400
30 動力費 22,560
31 材料費 1,725

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

金　額
3 総係費 59,603 58,768 835 1 報酬 300

2 給料 15,217
3 手当等 7,082 扶養手当 356

住居手当 675
通勤手当 306
時間外勤務手当 990
児童手当 140
期末手当 2,524
勤勉手当 2,075
特殊勤務手当 16

4 賞与引当金繰入
額

1,396

5 法定福利費 4,485 共済組合費 4,485
6 法定福利費引当
金繰入額

277

7 退職手当組合負
担金

2,921

10 旅費 407 普通旅費 311
費用弁償 96

11 備消品費 310
12 燃料費 424
13 印刷製本費 757
15 修繕費 285
18 被服費 99
19 通信運搬費 1,042
20 手数料 6,209 口座振替等手数料 701

コンビニ収納事務手数料 773
定期検便手数料 16
車検・定期点検手数料 30
総合収納システム手数料 4,500
一般事務手数料 110
窓口収納手数料 76
払込書収納手数料 3

21 保険料 131 自動車保険料 79
委託検針員等保険料 52

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

金　額
22 委託料 16,116 検針委託料 9,367

納付書等印刷封入業務委託
料

1,017

固定資産管理システム保守
料

1,100

会計システム保守料 266
施設情報管理システム保守
料

200

料金システム保守料 4,166
23 賃借料 1,287 会計システム賃借料 1,287
24 公課費 18 自動車重量税 14

自動車登録印紙 4
25 負担金 432 上水道研修負担金 312

日本水道協会等負担金 120
27 貸倒引当金

繰入額
400

35 食糧費 8
4 減価償却費 170,801 170,948 △ 147 1 有形固定資産減 167,645 建物減価償却費 10,010

価償却費 構築物減価償却費 114,495
機械及び装置減価償却費 42,378
工具、器具及び備品減価償
却費

762

2 無形固定資産減
価償却費

3,156

5 資産減耗費 5,056 5,511 △ 455 1 固定資産除却費 5,055
2 たな卸資産減耗
費

1

6 その他営業費用 1 1 0 1 雑支出 1
2 営業外費用 16,209 21,286 △ 5,077

1 支払利息及び企 15,208 17,285 △ 2,077 1 企業債利息 14,939
業債取扱諸費 2 借入金利息 101 一時借入金利息 101

3 料金システム利
息

168

2 消費税及び地方
消費税

1,000 4,000 △ 3,000 1 消費税及び地方
消費税

1,000

3 雑支出 1 1 0 1 その他雑支出 1

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

金　額
3 特別損失 152 152 0

4 過年度損益修正
損

152 152 0 1 過年度損益修正
損

152

4 予備費 6,000 6,000 0
1 予備費 6,000 6,000 0 1 予備費 6,000

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較

節
説　明
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資本的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 427,950 254,072 173,878

1 企業債 335,500 121,400 214,100
1 建設改良費等の 335,500 121,400 214,100 1 建設改良費等の 335,500 水道事業債 167,800
財源に充てるた 財源に充てるた 過疎対策事業債 167,700
めの企業債 めの企業債

2 補助金 1 1 0
1 国県補助金 1 1 0 1 国庫補助金 1

4 出資金 92,448 92,671 △ 223
1 他会計出資金 92,448 92,671 △ 223 1 他会計出資金 92,448 施設建設 3,383

元金償還 89,065
5 工事負担金 1 40,000 △ 39,999

1 工事負担金 1 40,000 △ 39,999 1 工事負担金 1

比較
節

説　明
区　分

資本的収入

款　　項 目 本年度 前年度
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支　　出
(単位：千円)

金　額
1 543,193 374,764 168,429

1 建設改良費 380,709 208,884 171,825
1 施設建設費 342,266 169,798 172,468 23 賃借料 6,766 料金システム賃借料 6,766

28 工事請負費 335,500 施設整備等 265,000
管路布設替等 70,500

2 施設改良費 36,017 36,321 △ 304 20 手数料 10 電柱強度調査手数料 10
22 委託料 1,000 工事設計等業務委託料 1,000
23 賃借料 256 電算システム使用料 256
28 工事請負費 34,751 施設整備等 34,750

管路布設替等 1
3 営業設備費 2,426 2,765 △ 339 2 工具、器具及び

備品購入費
100 工具、器具及び備品購入費 100

4 量水器費 2,326 量水器費 2,326
2 企業債償還 159,484 162,880 △ 3,396
金 1 企業債償還金 159,484 162,880 △ 3,396 1 建設改良費等財

源に充てる企業
債償還金

159,484 建設改良費等財源充当企業
債償還金

159,484

4 予備費 3,000 3,000 0
1 予備費 3,000 3,000 0 1 予備費 3,000

区　分
資本的支出

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
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